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平成25年２月28日
【照会先】

報道関係者 各位 第二部会担当審査総括室
室長 山 口 昌 志

（直通電話） 03-5403-2164

東海市不当労働行為再審査事件（平成23年(不再)第65号）
命令書交付について

中央労働委員会第二部会は、平成25年２月27日、標記事件に関する命令書を関係当事者に交付
しましたので、お知らせします。

命令の概要は、次の通りです。

【命令のポイント】
～ 市の小学校におけるＡＬＴ（外国語指導助手）である組合員の就労実態は労働者派遣に当た

るものの、市は、当該組合員の直接雇用等を求める団体交渉に応ずべき労組法上の使用者には
当たらないとした事案 ～

ＡＬＴ業務は業務委託契約であるものの、組合員Ａの就労実態は、労働者派遣の形態にあっ
たと認められる。しかし、市には、労働者派遣法第40条の４に基づく直接雇用（任用）の申込
義務が生じていたといえず、また、近い将来において市とＡとの間で雇用関係が成立する可能
性が現実的かつ具体的に存在していたと認めることはできない。そして、市は、Ａに対する就
労（就労時間等）の管理及び雇用（採用・配置・雇用の終了）の管理のいずれにおいても、雇
用主と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的な支配をしていたとはいえないか
ら、市は、Ａの直接雇用等を求める組合の団体交渉に応ずべき労組法第７条第２号の使用者に
当たらない。

Ⅰ 当事者
再審査申立人：ゼネラルユニオン（「組合」）（大阪市）組合員700名(平成24年10月現在）
再審査被申立人：東海市（「市」）（愛知県東海市）

Ⅱ 事案の概要
１ 市は、20年度は申立外Ｂ社と、21年度は申立外Ｃ社とＡＬＴ業務委託契約を締結し、これら

に基づき、Ａは市の教育委員会の管轄する小学校にＡＬＴとして勤務していた。
本件は、市が、ＡＬＴ業務の委託においてＡに対し、労働者派遣法（派遣法）に違反して指

揮命令等を行い、かつそのことについて愛知労働局から是正指導を受けＡを直接雇用するよう
推奨を受けたにもかかわらず、①Ａの社会保険加入及び直接雇用等を議題とする団交申入れに、
同人との間に雇用関係がないとして応じなかったこと、②Ａの直接雇用を拒否したこと、③Ａ
を22年度のＡＬＴから排除したことが、不当労働行為であるとして救済申立てがあった事件で
ある。

２ 初審大阪府労委は、組合に対し、市はＡの労組法上の使用者には当たらないとして、救済申
立てを却下したところ、組合はこれを不服として再審査を申し立てた。

※ 市は、国際理解教育の一環である「英語が話せる子ども育成事業」の目的達成のため、英語が母国語である外

国人のＡＬＴを活用した英語活動の授業を民間業者に委託して実施している。

中央労働委員会
 Central Labour Relations Commission,JAPAN
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Ⅲ 命令の概要
１ 主文

初審決定を取り消し、本件救済申立てを棄却する。
２ 判断の要旨
(1) 市は、本件団交拒否及びＡの直接雇用の拒否につき、労組法第７条各号の不当労働行為が

成立する上での使用者に当たるといえるか。（争点１）

ア 労組法第７条にいう「使用者」は、雇用主以外の者であっても、例えば、当該労働者の

基本的な労働条件等に対して、雇用主と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体

的な支配力を有しているといえる者や、当該労働者との間に近い将来において雇用関係の

成立する可能性が現実的かつ具体的に存する者もまた雇用主と同視できる者であり、これ

らの者は、その同視できる限りにおいて労組法第７条の「使用者」と解すべきである。

イ 市は、Ａの就労時間等の勤務管理を行っていないが、Ａに対してＳ＆Ｌ(業務内容の指示

書)の作成と授業の進行において業務委託の範囲を超えて部分的に一定の指揮命令を行って

いたほか、ＡＬＴ研修会を主催し、出席の指示及び研修会における業務の具体的な指示を

行い、さらに給食・学校行事への参加に関する指示を行っていた。これらの指揮命令・指

示は部分的であったものの、業務委託としては許されない指揮命令に当たり、21年度のＡ

ＬＴ業務委託の実態は、部分的に業務委託の形態を逸脱して、労働者派遣の形態に移行し

ていたと認められる。

しかしながら、派遣法第40条の４による直接雇用の申込義務は、同法上の要件を満たす

「派遣先」に発生するものであり、また、派遣元から派遣可能期間に抵触する日の通知（抵

触日の通知）を要件とするものであるところ、市が「派遣先」に該当したこと及び市に「抵

触日の通知」がなされたとする証拠はなく、市の直接雇用（任用）の申込義務が生じてい

たといえず、市とＡとの間に近い将来において雇用関係の成立する可能性が現実的かつ具

体的に存していたと認めることはできない。

また、労働局の口頭推奨は、Ａの直接雇用を派遣法違反の状態の解決策の一つとして提

示したものと解され、Ａと市との間に新たな雇用契約が締結される可能性が新規採用の場

合と比較して格段に高まったとはいえない。

したがって、労組法第７条第１号から第３号のいずれについても、これらの観点からの

市の使用者性は認められない。

ウ 一方、市がＡの基本的な労働条件について、部分的とはいえ雇用主と同視できる程度に

現実的かつ具体的に支配、決定できる地位にあるといえるかについてみると、Ａの就労の

管理については、雇用主であるＣ社の就労管理が徹底せず、市による指揮命令にわたるよ

うな関与が単発的・補完的・限定的に行われたものとみることができ、市の関与は雇用主

と部分的とはいえ同視できる程度のものとまではいえない。また、Ａの雇用の管理に関す

る市の支配の有無・程度についても、市は、ＡＬＴの小中学校への配置については相当程

度影響力を行使していたと認められるが、市の支配力はその限りにとどまり、全体として

みれば、市は採用、配置、雇用の終了等一連の雇用の管理全般についてまで雇用主と部分

的とはいえ同視できるほどに現実的かつ具体的な支配力を有していたと認めることはでき

ない。したがって、Ａの直接雇用等に関する団交申入れについて、市に労組法第７条第２

号の使用者性を認めることはできない。

また、市がＡを直接雇用せず、学校に勤務させていないことについても、基本的労働条

件に対する支配力という観点から市の労組法第７条の使用者性を認めることはできない。

エ 市は、労働局から派遣法第26条第１項に違反するとして是正指導を受けているものの、

委託契約の解除等ＡＬＴの雇用の安定を阻害するような行為は一切行わなかったのであり、

雇用の安定を講ずべき立場にあったとはいえず、組合の市は当該是正指導により団交に応

ずべき使用者に当たるとの主張は失当である。

オ 組合は、Ａの就労実態、Ａの勤務における請負業者の反復交替の実態、労働局の是正指

導及びこれに対する市の対応等の事情に照らし、Ａの直用化要求には合理性及び妥当性が

あり、市は労組法上の使用者と考えるべきであると主張するが、組合の主張する各事実が、

いずれも市の使用者性を肯定するに足りる事実とは認め難い。
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(2) 上記争点１が肯定される場合、団交要求事項が義務的団交事項に当たるといえるか（争点

２）、また争点１が肯定される場合、市がＡを22年度に直接雇用せず市の学校に勤務させて

いないことは、労組法第７条第１号及び第３号の不当労働行為といえるか（争点３）。

上記(1)にみたとおり、市は労組法第７条各号が成立する上での使用者に当たるとはいえ

ないから、争点２及び３については判断するまでもない。

(3) 主文の変更について

本件においては、市が労組法第７条各号の使用者に当たらないとした初審の判断は正当で

あるが、その判断の内容は、本件の事実関係についての詳細な認定と評価に関わるものであ

って、「申立人の主張する事実が不当労働行為に該当しないことが明らかなとき」（労委規則

第33条第１項第５号）に該当するとは言い難いので、本件救済申立てを却下することは適切

でなく、同申立てを棄却するのが適切である。

したがって、主文を変更し、一旦初審決定を取り消したうえで、本件救済申立てを棄却す

る。

【参考】
初審救済申立日 平成22年５月10日（大阪府労委平成22年(不)第25号）
初審命令交付日 平成23年９月12日
再審査申立日 平成23年９月26日


